


　　予　　算　　額

1 市 税 30,512,124
千円

2 地 方 譲 与 税 644,000

3 利 子 割 交 付 金 20,000

4 配 当 割 交 付 金 160,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 97,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 150,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,720,000

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 31,000

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

10 環 境 性 能 割 交 付 金 180,000

11 地 方 特 例 交 付 金 210,000

12 地 方 交 付 税 1,100,000

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 25,000

14 分 担 金 及 び 負 担 金 203,410

15 使 用 料 及 び 手 数 料 689,491

16 国 庫 支 出 金 6,426,842

17 県 支 出 金 4,396,410

18 財 産 収 入 66,065

19 寄 附 金 622,071

20 繰 入 金 2,330,661

21 繰 越 金 1,000,000

22 諸 収 入 2,673,125

23 市 債 3,302,800

58,560,000

令和２年度一般会計当初予算

計

歳　入

款



歳　出

1 議 会 費 470,328
千円

2 総 務 費 6,180,158

3 民 生 費 21,362,466

4 衛 生 費 6,473,041

5 労 働 費 93,433

6 農 林 水 産 業 費 1,584,742

7 商 工 費 1,172,345

8 土 木 費 6,027,681

9 消 防 費 1,968,349

10 教 育 費 9,922,353

11 災 害 復 旧 費 1

12 公 債 費 3,235,102

13 諸 支 出 金 1

14 予 備 費 70,000

58,560,000

予　　算　　額款

計



歳　入

1 市 税 30,513,694
千円

30,456,392
千円

2 地 方 譲 与 税 616,000 610,882

3 利 子 割 交 付 金 33,000 25,806

4 配 当 割 交 付 金 160,000 179,357

5 株式等譲渡所得割交付金 97,000 92,502

6 地 方 消 費 税 交 付 金 3,000,000 3,036,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 30,000 31,258

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 180,000 182,123

9 環 境 性 能 割 交 付 金 68,000 56,174

10 地 方 特 例 交 付 金 212,478 808,889

11 地 方 交 付 税 1,825,866 1,826,579

12 交通安全対策特別交付金 26,000 25,530

13 分 担 金 及 び 負 担 金 417,790 485,672

14 使 用 料 及 び 手 数 料 700,473 727,513

15 国 庫 支 出 金 6,594,431 5,630,867

16 県 支 出 金 4,593,951 3,004,084

17 財 産 収 入 313,405 326,501

18 寄 附 金 460,117 411,622

19 繰 入 金 69,356 67,165

20 繰 越 金 2,747,440 2,747,441

21 諸 収 入 2,436,304 2,273,529

22 市 債 5,409,200 702,800

60,504,505 53,708,686計

令和元年度一般会計予算執行状況

予　算　額 収　入　済　額款

（令和2年3月31日現在）



歳　出

1 議 会 費 392,963
千円

387,632
千円

2 総 務 費 6,174,529 4,932,212

3 民 生 費 20,615,299 18,772,201

4 衛 生 費 7,233,968 5,884,091

5 労 働 費 51,929 50,290

6 農 林 水 産 業 費 2,135,838 1,439,904

7 商 工 費 1,520,342 1,323,466

8 土 木 費 5,287,652 4,317,492

9 消 防 費 1,911,044 1,823,843

10 教 育 費 11,720,061 7,322,030

11 災 害 復 旧 費 1 0

12 公 債 費 3,343,495 3,341,310

13 諸 支 出 金 1 0

14 予 備 費 117,383 0

60,504,505 49,594,471

予　　算　　額款

計

支　出　済　額



千円

会　　計　　名

国 民 健 康 保 険 会 計
千円

15,458,810
千円

14,951,383
千円

公 共 下 水 道 事 業 会 計 3,160,819 3,093,697

農業集落排水事業会計 547,987 500,122

介 護 保 険 会 計 11,250,103 10,382,447

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 2,025,729 1,879,530

佐久島診療所事業会計 32,362 27,743

計 32,475,810 30,834,922

予　　　算　　　額会　　　計　　　名

国 民 健 康 保 険 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

15,711,338

2,417,136

介 護 保 険 会 計 12,175,405

34,621,893

16,203,666

3,292,225

2,047,924

令和元年度特別会計予算執行状況

計

佐 久 島 診 療 所 事 業 会 計

令和２年度特別会計当初予算

44,382

575,102

12,458,594

（令和2年3月31日現在）

予 算 額 収　入　済　額 支　出　済　額

30,351,981

48,102



（１）収益的収入及び支出

     収　　入

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 8,281,600
千円

水 道 事 業 3,562,797
千円

下 水 道 事 業 3,987,757
千円

渡 船 事 業 206,705
千円

     支　　出

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 9,474,196
千円

水 道 事 業 3,165,077
千円

下 水 道 事 業 3,987,757
千円

渡 船 事 業 206,705
千円

（２）資本的収入及び支出

     収　　入

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 870,355
千円

水 道 事 業 622,926
千円

下 水 道 事 業 2,435,819
千円

渡 船 事 業 1
千円

     支　　出

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 798,360
千円

水 道 事 業 1,874,347
千円

下 水 道 事 業 3,555,973
千円

渡 船 事 業 6,411
千円

令和２年度企業会計当初予算



（１）収益的収入及び支出

     収　　入

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 8,357,984
千円 千円

水 道 事 業 3,473,908
千円 千円

渡 船 事 業 203,356
千円 千円

     支　　出

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 9,319,859
千円 千円

水 道 事 業 3,050,878
千円 千円

渡 船 事 業 203,356
千円 千円

（２）資本的収入及び支出

     収　　入

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 1,436,431
千円 千円

水 道 事 業 460,737
千円 千円

渡 船 事 業 1
千円 千円

     支　　出

会　　計　　名 予　　算　　額

病 院 事 業 1,986,558
千円 千円

水 道 事 業 2,056,682
千円 千円

渡 船 事 業 6,392
千円 千円

収　入　済　額

7,789,628

（ 令 和 2 年 3 月 31 日 現 在 ）

令和元年度企業会計予算執行状況

2,930,406

165,482

3,506,832

198,556

支　出　済　額

8,686,182

支　出　済　額

1,358,158

1,803,224

6,391

収　入　済　額

1,407,146

355,864

0



会　　計　　別

区　　　分

一 般 会 計 28,392,857
千円

51.2
％

公共下水道事業特別会計 22,176,867 40.0

農業集落排水事業特別会計 2,418,277 4.4

病 院 事 業 会 計 1,694,070 3.1

水 道 事 業 会 計 713,482 1.3

渡 船 事 業 会 計 12,839 0.0

計 55,408,392 100.0

借　入　先　別

区　　　分

財 務 省 34,727,869
千円

62.7
％

ゆうちょ銀行・かんぽ生命保険 5,012,689 9.0

地方公共団体金融機構 7,512,949 13.6

西 尾 信 用 金 庫 4,564,738 8.2

碧 海 信 用 金 庫 611,504 1.1

岡 崎 信 用 金 庫 124,204 0.2

蒲 郡 信 用 金 庫 353,357 0.6

愛 知 県 中 央 信 用 組 合 1,190,521 2.2

愛知県市町村職員共済組合 274,300 0.5

愛知県市町村振興協会 934,810 1.7

全国市有物件災害共済会 101,452 0.2

計 55,408,393 100.0

構　　成　　比現　　在　　高

市債の現在高

(令和2年3月31日現在）

現　　在　　高 構　　成　　比



○

3,866,524.98 ㎡

537,005.32 ㎡

(現金） 9,118,831,184 円

(有価証券） 18,150,000 円

67,704,000 円

85,379,000 円

○

812,461,033 円

○

10,109.30 ㎡

1,721.99 ㎡

923,000 円

○

26,765.98 ㎡

4,574.60 ㎡

○

459,113,653 円

○

1,454.79 ㎡

272.92 ㎡

一 般 会 計

有 価 証 券

出 資 金

国民健康保険特別会計

市 有 財 産

出 資 金

土 地

建 物

基 金

(令和2年3月31日現在）

基 金

公共下水道事業特別会計

土 地

建 物

佐久島診療所事業特別会計

土 地

建 物

農業集落排水事業特別会計

土 地

介 護 保 険 特 別 会 計

基 金

建 物



－1－ 

令和２年度予算編成方針 

１ 我が国の経済の現状と国の動向 

内閣府発表の２０１９年４～６月期の国内総生産（ＧＤＰ）は、年率換算で１．３％増

となりましたが、消費税率引上げもあり、景気の先行きには不透明感が漂っています。 

本年９月の月例経済報告では、「景気は、輸出を中心に弱さが続いているものの、緩やか

に回復している」との見解を据え置いており、今後は、雇用・所得環境の改善が続くなか

で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されるとしていますが、通

商問題を巡る緊張の増大が世界経済に与える影響に注意するとともに、中国経済の先行き、

海外経済の不確実性、原油価格の上昇や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があり

ます。 

こうした中、国の令和２年度予算編成は、各省庁の概算要求が出揃い、高齢化により医

療や年金など社会保障費が増えたほか、国債費も膨らみました。また、「経済財政運営と

改革の基本方針２０１９」等を踏まえた経済成長や人材育成につながる事業を対象とした

「優先課題推進枠」や、東京オリンピック・パラリンピックに関する経費にも多くの要求

が集まりました。これにより、概算要求額は、過去最高の１０４兆９千億円余となり、令

和２年度の予算額は、２年連続で１００兆円を超えるのが確実となりました。 

２ 地方財政の状況 

 地方財政は、「新経済・財政再生計画」を踏まえ、国の取組と基調を合わせて歳出の重

点化・効率化に取り組むとともに、普通交付税の交付団体をはじめ地方の安定的な財政運

営に必要となる令和２年度一般財源の総額については、前年度地方財政計画の水準を下回

らないよう実質的に同水準を確保するものとして、総務省の仮試算では、前年度予算対比

２％増の、６４兆円となっています。 

また、歳出では、業務プロセス・情報システムの標準化等の行政のスマート化に向けた

取組や、Society 5.0 を支えるＩＣＴインフラの整備を推進するとともに、公共施設等の

適正配置や老朽化対策等の推進、財政状況の「見える化」、水道・下水道の広域化等の公

営企業の経営改革など、地方団体の財政マネジメントを強化することとしています。 

３ 西尾市の財政状況 

本市の財政状況を見ますと、歳入の自主財源の根幹となる市税収入は、法人市民税の伸

びなどにより、平成３０年度決算総額では前年度対比４．４％の増となりました。 

令和２年度の見通しは、法人市民税の一部国税化による減収の他、海外の経済情勢、円高

による為替の影響、設備投資による税収の落込み等も懸念され、大変厳しい状況です。 

また、普通交付税は、令和元年度決算見込みで１５億２千万円余の収入がありますが、

元年度に５割だった合併算定替特例の縮減率が２年度には７割となり、一層厳しい状況と

なります。 



－2－ 

 

臨時財政対策債については、現在、国により圧縮、抑制が進んでいますが、一般財源総

枠の確保のため、借入可能な範囲で有効活用する必要があります。 

財政調整基金の平成３０年度末現在高は６５億円余で、予期せぬ収入減や災害発生など

への備えとして一定額は確保しておく必要があります。また、他団体と比較して基金総額

の少ない本市では、特定目的基金への積立ても計画的に行う必要があります。 

一方、歳出は、平成３０年度決算では、普通建設事業費の増などにより、前年度対比 

０．５％の増となりました。令和２年度は、重点施策の子育て支援、防災・減災、公共施

設の長寿命化に加え、企業誘致や教育等に係る大型事業を予定しており、さらに、国の制

度改正に伴う恒常的な歳出増に対する財源確保とともに、市民病院や広域新焼却施設の整

備など将来に向けた準備も必要となります。 

４ 令和２年度予算編成の基本方針 

本市の令和２年度の当初予算編成にあたっては、普通交付税の縮減がさらに進む上に、

法人市民税の一部国税化に伴う収入減、会計年度任用職員制度の導入に伴う歳出増などに

より、例年以上に、厳しい財政状況となることが予想されます。 

こうした中、人口減少社会の到来を見据えて、健全財政を維持しながらも、合併後１０

年目を迎え、より期待感溢れる予算とするため、次のとおり取り組みます。 

1. 「ワクワク西尾創生予算枠」は本年度も継続し、ワクワク西尾創生コンテスト及び各

部各課提案の優秀提案に対し、必要な予算措置を行うことで、創意工夫による活力を

醸成します。 

2. 「スマート自治体推進プロジェクト」及び「働き方改革推進委員会」の検討結果等を

適切に予算に反映し、ＡＩ・ＲＰＡの活用の推進と業務プロセス等の改善を図ります。 

3. ヘリポート等防災活動拠点の用地購入、津波避難タワーの用地購入・設計、災害用ト

イレの整備など、防災・減災対策に注力します。 

4. 歳入確保、雇用拡大、定住促進を図るために、駮馬瀬戸地区工業用地の開発を推進し

ます。 

5. 新学校給食センター建設など、公共施設の老朽化に伴う整備を行うとともに、各施設

の個別施設計画を策定します。 

6. 経常的経費の一般財源予算要求額は、原則として、前年度当初予算額を上限とします。 

7. 行財政改革推進計画(第５次実行計画)を着実に推進して歳出削減に取り組むとともに、

国・県補助金を積極的に活用し、歳入確保に努めます。 

 

市財政は厳しい状況にありますが、「未来に夢や希望の持てるワクワクする西尾市」の

実現に向け、「チーム西尾市」として全職員が一丸となって取り組んでまいります。 


